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研究成果の概要（和文）：本研究では、所得水準について2種類の家計を想定し、政治経済学の観点から所得格
差と教育選択を分析した。分析の結果、2種類の定常状態が存在することが分かった。1つは、所得格差が大き
く、低所得階層の家計のみが公的教育を選ぶ定常状態である。もう１つは、所得格差が小さく、全ての家計が公
的教育を選ぶ定常状態である。本研究ではさらに、親が自分の子供に対し、自身の所得を越えてほしいという願
望を持つ状況についても分析を行った。

研究成果の概要（英文）：We assume two types of households with respect to income level and analyze 
income inequality and education choice from a political economy perspective. We show that there are 
two types of steady states. One steady state shows high inequality with high-income households 
opting out of public education; the other steady state shows low inequality and full public 
education enrollment. We also analyzed the situation in which parents have aspirations for their 
children to exceed their income level.

研究分野：政治経済学

キーワード： 教育　投票

  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
本研究は２つの研究の流れに属する。１つ目は教育選択を考慮し、教育政策がマクロ経済に及ぼす効果を動学的
に分析した研究である。ただし、これらの研究では政策が外生的に扱われており、政策決定における政治過程は
捨象されている。２つ目は、個人が教育選択する状況における、投票者行動と教育政策の関係を静学的に分析し
た研究である。これら２つを統合的に扱った先行研究は少なく、本研究の意義はこれら２つの研究を統合するこ
とであり、それにより現実的な政策分析が可能となる。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
 
 
１．研究開始当初の背景 
 
教育が経済発展において果たす役割を分析した研究は数多く存在する。例えば

Blankenau et al. (2007) は、公的教育の拡大が経済成長に正の影響を与えることを、
1960-2000 年におけるアメリカのデータを用いて実証的に示している。また、Chen 
(2005)は個人の教育選択と経済成長の関係に注目し、私立学校への入学率が高い先進国
ほど、経済成長率が高いことを指摘している。 

 
個人の教育選択を考えた場合、公的教育支出の増大は私的教育を選ぶ家計の減少、つ
まり私立学校への入学率の低下をもたらすと考えられる。したがって、上述の先行研究
を踏まえると、ある国の経済成長や社会厚生にとって最適な公的教育支出規模が存在す
ると予想される。しかし、民主主義国において政策は投票を通じて決まるため、望まし
い政策が実際に行われるとは限らない。例えば、公的教育支出を増やすには、より多く
課税する必要がある。税負担の大きい高所得者は公的教育の拡大に反対すると考えられ、
彼らが政治的主導権を握っている場合、政府は公的教育を十分に供給することが出来な
い。 
 
 
２．研究の目的 
 
 本研究の目的は次の２点である。第１に、有権者による投票を通じて、税率や公的教
育支出などの政府の政策がどのような水準に決まるのかを明らかにすることである。第
２に、投票を通じて決まる教育政策が、所得不平等、経済成長、および社会厚生に与え
る長期的効果を分析することである。 
 
 
３．研究の方法 
 
 本研究では、所得水準について 2種類の家計(高所得階層、低所得階層)が存在する状
況を想定し、人的資本の蓄積および教育選択を考慮した世代重複モデルを採用する。親
は、子供に公的教育(公立学校)を受けさせるか、それとも私的教育(私立学校)を受けさ
せるかを選ぶ。公的教育は労働所得税により賄われており、これらは有権者による投票
を通じて決まる。 
 
 上記の枠組みを用いて、以下の２段階の分析を行う。まず第１段階では、親の効用関
数が自身の消費と子供の所得水準からなることを仮定し、所得格差と政策が親の教育選
択に与える影響を分析する。また、経済において多数派を占める低所得階層の家計の選
好を考慮し、政府が政策を決める場合、所得格差に応じて政策がどのように変わるかを
調べる。そして、政策と所得格差が互いに影響を与えた結果、所得格差と教育選択につ
いて長期的にどのような状況が実現するかを分析する。最後に、個人が自由に教育選択
できることの厚生上のインプリケーションを得るため、教育選択が可能なケースと教育
選択が不可能で公的教育を受けるしかないケースの比較を行う。 
 
第２段階では、親が子供に自身の所得水準を超えてほしいと思う願望を、親の効用関数
に追加し、投票で選ばれる政府の教育支出はどのような水準になるか、そのときの各所
得階層の教育選択はどのようになるかを分析する。また、長期的に不平等はどのような
水準に到達するか、そのときの各所得階層の教育選択および親の願望の実現はどのよう
になるかを調べる。最後に、時間を通じた厚生の変化を定量的に分析する。 
 
 
４．研究成果 
 
第１段階の分析では、次の３つの結果を示した。第１に、所得格差が大きいほど、1人
あたり公的教育支出は多い。所得格差が大きい場合、高所得階層の家計は、より自由に
教育支出を行うことができる私的教育を選ぶため、低所得階層の家計のみが公的教育を
選ぶことになる。その結果、同じ労働所得税率であっても、多くの１人あたり公的教育
支出が可能となり、低所得階層の家計はより多くの公的教育支出を望むようになる。政
府は、このような低所得階層の家計の選好を政策に反映させ、1人あたり公的教育支出
は多くなる。 



 
第２に、長期の所得格差の水準について２種類の定常状態が存在する。１つは所得格
差の小さい定常状態で、もう１つは所得格差の大きい定常状態である。所得格差の大き
い定常状態では低所得階層のみが公的教育を選ぶ一方、所得格差の小さい定常状態では
全ての家計が公的教育を選ぶ。この結果は、大きな所得格差が高い私的教育への参加率
に結びつくことを意味する。図１で示されているように、OECD 加盟国では、所得格差と
私的教育への参加率に正の相関関係が観察され、本研究の結果と合致する。所得格差と
私的教育への参加率の関係を分析した de la Croix and Doepke (2009)は、所得格差が
教育選択に与える影響を考慮し、両者の短期的な関係を示している。それに対し、本研
究は所得格差と教育選択の相互作用を考慮することで、両者の長期的な関係を明らかに
している。 
 

図１ OECD 加盟国における、2000 年から 2013 年にかけてのジニ係数の平均値、およ
び私立学校への入学割合の平均値 Uchida and Ono (2020)より 

 
 第３に、教育選択が可能な教育制度において、政府が公的教育を強制する制度を導入
した場合、所得格差は縮小するものの、パレート改善はなされない。具体的には、公的
教育を強制する制度の導入によって、高所得階層の全世代の効用は減少する。低所得階
層については、導入直後の数世代の効用は減少するが、それ以降の世代の効用は高まる。 
 
 上記の研究成果をまとめた論文は、学術雑誌 International Tax and Public Finance
に掲載された。 
 
 第２段階の分析では、次の２点が明らかになった。第１に、所得格差が小さく、低所
得階層の割合が大きい場合、または、所得格差が大きく、低所得階層の割合はそれほど
大きくない場合、全ての家計が公的教育を選ぶ。一方、それ以外の場合、低所得階層の
家計のみが公的教育を選ぶ。第２に、２種類の定常状態が存在する。１つは、所得格差
が大きく、低所得階層の家計のみが公的教育を選ぶ定常状態である。このとき、全ての
親の願望は満たされる。もう１つは、所得格差が小さく、全ての家計が公的教育を選ぶ
定常状態である。このとき、低所得階層の親の願望は満たされない一方、高所得階層の
親の願望は満たされる場合もあれば、満たされない場合もある。 
 
 第２段階の分析について、定性的な分析は完了したものの、定量的な分析を完了する
ことができなかった。理由としては、定性的な分析における場合分けが当初の想定以上
に複雑になり、その整理に非常に多くの時間を要したためである。今後の展望について
は、厚生分析を定量的に行い、研究結果を論文にまとめ、学術雑誌への投稿を行う予定
である。 
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